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計画停電時の対応 

 

 今回の計画停電は、東日本大震災時の被災地の停電と違い最長２時間程度と思われます。２時

間停電時間帯の診療体制をどのように対応するかが課題となります。医療経営部では、今回の計

画停電時の対応について以下のとおりまとめました。各医療機関等におかれましては、以下を参

考に事前に検討をお願いします。 

 

１．電源が確保できない時 

･ 自家発電や蓄電池のない施設は、管轄の電力会社に無償貸与を申し込む。なお、借り入

れできない場合は、経済産業省・定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業（別紙

参照）がある。 

･ 断水になる可能性がある（水道だけでなく、トイレも使用不能になる）。内診台の上げ

下ろし、超音波検査等もできなくなる。 

･ 電話は受けることができても院内の他の電話機には転送できない（NTT と契約している

代表電話でしか通話できない）。 

２．自家発電や蓄電池のある施設での対応 

･ 事前に必ず試運転をして緊急電源に切り替わった時の状況を把握する。 

･ 緊急電源で通常と同様の診療をした場合、何時間稼働できるか、帝王切開や分娩、緊急

手術に対応可能かをチェックする。 

･ 停電は、予定された時間付近で突然起こるので、電子カルテ・レセコンなどの電子機器、

超音波、その他電源を必要とするもの（エレベーター・エアコンなど）については、停

電が復旧したときに再稼働できるよう準備をする。 

･ 停電時に院内で通電する箇所を事前に決めておき、このことを職員に徹底する。 

･ 発電機の燃料（軽油、灯油、重油等）の確保を十分に行う。 

３．充電式、無電源器機の準備 

･ 可能であれば、停電時に使用する充電式の扇風機、充電式懐中電灯、蝋燭、ランプ等の

照明器具を準備する。 

４．訓練 

･ 計画停電時の診療体制のシミュレーションを事前に行うが望ましい。 

５．水の確保 

･ 飲料水と飲料水以外の水を別々に十分確保する。（ミルクの調整にミネラルウォーター

を使用する場合、硬水（エビアン等）は使用できないものがある。昨年の震災の時は、

水道水にセシウムが混入し水道水が使用できない地域があったため、飲料水の確保が必

要となった。） 

６．暑さ対策 

･ 昨年の震災は 3月に発生したため、必ずしも、エアコン（冷房）の稼働は必要としなか

ったが、今回の計画停電は 7～8月になるため、暑さ対策を考える必要がある。 

７．一時休診 

･ 大規模な施設は停電時に対応できるような設計が施されていると思うが、有床診療所等

の小規模施設は必ずしも十分対応のできない施設があると思われる。原則として、停電

時（２時間程度）は外来を一時休診にして、緊急時のみの対応に心掛けることが望まし

い。 



補助金制度のご案内

リチウムの酸化、還元で電気的エネルギーを供給する高性能な充電式の蓄電システムです。
家庭や事業所等での非常時のバックアップ用電源として有効なシステムです。また、夜間充電した電力を
電力使用量が多い昼間の時間帯に利用するピークシフトやピークカット用の電源として活用することによ
り、効率的に使用電力量を抑制することができるシステムです。
天候等に発電量が左右されやすい風力や太陽光発電システムと組み合わせることにより、必要な時に
創エネ機器による電気を安定して供給することが可能となります。普及拡大が期待されている『創エネ・
省エネ・蓄エネ』のエネルギーを賢く利用する「スマートハウス」においても、創エネ機器が発電する電力を
蓄めて必要なときに使うことができる「蓄エネ機器」の普及が期待されています。

補助対象費用の1/3（定率）を補助します
※但し、補助金額には上限があります。

リチウムイオン蓄電システムとは

詳細は裏面をご覧ください→

スマートメーター

エネルギーモニター

家電
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電気自動車

つくる

リチウムイオン蓄電システム

ためる

太陽光発電

経済産業省・定置用リチウムイオン蓄電池導入促進対策事業
平成24年3月30日～平成26年3月31日（予定）

http://sii.or.jp/lithium_ion/

LiB



応募期間

補助金額
■蓄電システム機器費　定率1／3（上限あり）
※個人が蓄電システムを設置する場合、機器費の1／3　上限100万円
※法人が10kWh未満の蓄電システムを設置する場合、機器費の1／3　上限1億円
※法人が10kWh以上の蓄電システムを設置する場合、機器費と工事費(一部)の1／3　上限1億円

補助対象機器

補助金交付の対象者
（申請者）

申請条件

■SIIが定める対象基準を満たしていることがあらかじめ認められ、補助対象として指定された蓄電システム
※補助対象機器の一覧については、SIIのホームページ（下記記載）を参照してください。

■個人（個人事業主含む）
■法人
■個人・法人に貸与するリース事業者、新電力（ＰＰＳ事業者）等
※いずれの補助対象者も必ず６年間（法定耐用年数）以上継続して使用すること

■予約申請時に補助対象機器の購入・設置を行っていない方
※機器の購入・設置は、ＳＩＩより予約決定通知書を受け取った後に行ってください。

補助金制度の概要

〒100-8691　銀座支店 私書箱96号

一般社団法人　環境共創イニシアチブ（SII）　 http://sii.or.jp/lithium_ion/
TEL:0570-200-017 （平日のみ9：00～17：00）リチウムイオン蓄電池補助金事務局

ホームページ

手続きの流れ

■予約申請　平成24年3月30日～平成25年12月31日（予定）
■交付申請　平成24年3月30日～平成26年 1月31日（予定）
※申請の合計金額が予算に達した場合、補助事業期間であっても事業を終了します。

この他、各種申請時や補助金受領後など注意点がございます。
詳しくは下記SIIホームページより「応募要領」「申請の手引き」をダウンロードし、ご確認ください。

申請者 書類

補助金を申請される皆様へ 共同申請

機器使用者が補助対象機器をリースで導入する場合、
リース事業者、新電力（ＰＰＳ事業者）等と共同申請を
行ってください。

補助金等の不正受給等の不正行為に対して、SIIは厳正に対処いたします。申請され
る皆様は、 十分ご留意いただきますようお願いいたします。

！

予約申請書　記入～発送

蓄電システム機器・購入先の選定～見積入手

予約申請書 予約申請書　到着～審査

予約決定

交付申請書　到着～審査

現地検査・審査

交付決定

補助金　支払

予約決定通知書　受取

蓄電システム　契約・購入・設置

交付申請書　記入～発送

現地検査にはご協力ください

交付決定通知書　受取

予約決定通知書

交付申請書

交付決定通知書

補助金　受取

交付決定通知書受取から補助金受取りまで
約2ヶ月程かかります。

交付申請書発送から交付決定通知書受取り
まで通常約1ヶ月程かかります。

予約申請書発送から予約決定通知書受取り
まで通常約1ヶ月程かかります。

※申請状況により申請書発送から各決定通知書を受取るまでの期間が延びる場合があります。
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